
【様式第1号】
令和04年度

全体貸借対照表
(令和05年03月31日現在)

(単位:円)
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 13,400,224,094　固定負債 63,689,760
　　有形固定資産 289,197,360　　地方債等 -
　　　事業用資産 -　　長期未払金 12,960

土地 -　　退職手当引当金 -
立木竹 -　　損失補償等引当金 -
建物 -　　その他 63,676,800
建物減価償却累計額 -　流動負債 240,324,064
工作物 -　　1年内償還予定地方債等 -
工作物減価償却累計額 -　　未払金 11,792
船舶 -　　未払費用 -
船舶減価償却累計額 -　　前受金 -
浮標等 -　　前受収益 -
浮標等減価償却累計額 -　　賞与等引当金 13,791,712
航空機 -　　預り金 1,000,000
航空機減価償却累計額 -　　その他 225,520,560
その他 - 負債合計 304,013,824
その他減価償却累計額 -【純資産の部】
建設仮勘定 -　固定資産等形成分 13,600,224,841

インフラ資産 -　余剰分(不足分) 7,943,440,730
土地 -　他団体出資等分 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

　　　物品 1,134,209,160
　　　物品減価償却累計額 △845,011,800
　　無形固定資産 -

ソフトウェア -
その他 -

　　投資その他の資産 13,111,026,734
　　　投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 19,071,590
　　　長期貸付金 -
　　　基金 13,091,955,144

減債基金 -
その他 13,091,955,144

　　　その他 -
　　　徴収不能引当金 -
　流動資産 8,447,455,301
　　現金預金 8,242,472,035
　　未収金 4,982,519
　　短期貸付金 -
　　基金 200,000,747
　　　財政調整基金 200,000,747
　　　減債基金 -
　　棚卸資産 -
　　その他 -
　　徴収不能引当金 -
　繰延資産 - 純資産合計 21,543,665,571

資産合計 21,847,679,395 負債及び純資産合計 21,847,679,395



【様式第2号】
令和04年度

全体行政コスト計算書
自 令和04年04月01日
至 令和05年03月31日

(単位:円)
科目 金額

　経常費用 706,373,459,362
　　業務費用 15,248,918,789
　　　人件費 186,062,714
　　　　職員給与費 142,617,732
　　　　賞与等引当金繰入額 13,791,712
　　　　退職手当引当金繰入額 -
　　　　その他 29,653,270
　　　物件費等 7,047,403,421
　　　　物件費 6,821,882,861
　　　　維持補修費 -
　　　　減価償却費 225,520,560
　　　　その他 -
　　　その他の業務費用 8,015,452,654
　　　　支払利息 -
　　　　徴収不能引当金繰入額 -
　　　　その他 8,015,452,654
　　移転費用 691,124,540,573
　　　補助金等 691,124,540,573
　　　社会保障給付 -
　　　その他 -
　経常収益 825,172,005
　　使用料及び手数料 -
　　その他 825,172,005
純経常行政コスト 705,548,287,357
　臨時損失 106,128,000
　　災害復旧事業費 -
　　資産除売却損 -
　　投資損失引当金繰入額 -
　　損失補償等引当金繰入額 -
　　その他 106,128,000
　臨時利益 -
　　資産売却益 -
　　その他 -
純行政コスト 705,654,415,357



【様式第3号】
令和04年度

全体純資産変動計算書
自 令和04年04月01日
至 令和05年03月31日

(単位:円)

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 26,034,959,684 10,393,225,398 15,641,734,286 -
　純行政コスト(△) △705,654,415,357 △705,654,415,357 -
　財源 701,163,121,244 701,163,121,244 -
　　税収等 427,143,361,430 427,143,361,430 -
　　国県等補助金 274,019,759,814 274,019,759,814 -
　本年度差額 △4,491,294,113 △4,491,294,113 -
　固定資産等の変動（内部変動） 3,214,899,440 △3,214,899,440
　　有形固定資産等の増加 - -
　　有形固定資産等の減少 △225,520,560 225,520,560
　　貸付金・基金等の増加 5,893,474,000 △5,893,474,000
　　貸付金・基金等の減少 △2,453,054,000 2,453,054,000
　資産評価差額 - -
　無償所管換等 - -
　他団体出資等分の増加 - -
　他団体出資等分の減少 - -
　その他 - △7,899,997 7,899,997
　本年度純資産変動額 △4,491,294,113 3,206,999,443 △7,698,293,556 -
本年度末純資産残高 21,543,665,571 13,600,224,841 7,943,440,730 -



【様式第4号】
令和04年度

全体資金収支計算書
自 令和04年04月01日
至 令和05年03月31日

(単位:円)
科目 金額

【業務活動収支】
　業務支出 706,137,363,610
　　業務費用支出 15,012,823,037
　　　人件費支出 185,751,829
　　　物件費等支出 6,821,882,861
　　　支払利息支出 -
　　　その他の支出 8,005,188,347
　　移転費用支出 691,124,540,573
　　　補助金等支出 691,124,540,573
　　　社会保障給付支出 -
　　　その他の支出 -
　業務収入 701,988,991,586
　　税収等収入 427,143,361,430
　　国県等補助金収入 274,019,759,814
　　使用料及び手数料収入 -
　　その他の収入 825,870,342
　臨時支出 -
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 -
　臨時収入 -
業務活動収支 △4,148,372,024
【投資活動収支】
　投資活動支出 5,893,474,000
　　公共施設等整備費支出 -
　　基金積立金支出 5,893,474,000
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 -
　　その他の支出 -
　投資活動収入 2,453,054,000
　　国県等補助金収入 -
　　基金取崩収入 2,453,054,000
　　貸付金元金回収収入 -
　　資産売却収入 -
　　その他の収入 -
投資活動収支 △3,440,420,000
【財務活動収支】
　財務活動支出 225,520,560
　　地方債等償還支出 -
　　その他の支出 225,520,560
　財務活動収入 -
　　地方債等発行収入 -
　　その他の収入 -
財務活動収支 △225,520,560
本年度資金収支額 △7,814,312,584
前年度末資金残高 16,055,784,619
本年度末資金残高 8,241,472,035

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 1,000,000
本年度末歳計外現金残高 1,000,000
本年度末現金預金残高 8,242,472,035



注 記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

有形固定資産 ······ 取得原価

（２）有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） ····· 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

物品 ５年 

② 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース

取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引

を除きます。） ······ 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

（３）引当金の計上基準及び算定方法

賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（４）リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（５）資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（千葉県後期高齢者医療広域連合資金管理

計画において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを

含んでいます。 

（６）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額または評価額が100万円以上の場合に資産として計上しています。 

（７）消費税等の会計処理

税込方式によっています。



２ 重要な会計方針の変更等 

  該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

  該当なし 

 

４ 偶発債務 

  該当なし 

 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

   ① この財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

     一般会計 

     後期高齢者医療特別会計 

   ② 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

（２）純資産変動計算書に係る事項 

    純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

   ① 固定資産等形成分 

     固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

   ② 余剰分（不足分） 

     純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

  



（３）資金収支計算書に係る事項 

   ① 基礎的財政収支 △4,148,372,024 円 

   ② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

      資金収支計算書 

       業務活動収支 △4,148,372,024 円 

       未収債権額の増加（減少） △11,060,436 円 

未払債務額の増加（減少） 97,792 円 

       減価償却費 △225,520,560 円 

       賞与等引当金繰入額（増減額） △310,885 円 

       資産除売却益（損） 0 円 

       過年度修正益（損）          △106,128,000 円 

 

      純資産変動計算書の本年度差額 △4,491,294,113 円 




